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（２）会議の運営について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
資料１ 

長野県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療制度運営協議会 

会議の運営について 

 

 

１ 会議の公開 

(1) 会議は原則公開とする。ただし、会議の内容が個人情報等に関するもので個人の

権利を侵害するおそれがある等の場合は、この限りでない。 

 (2) 前号ただし書により会議を非公開とする場合は、会長が会議に諮り、非公開とす

ることについて出席委員全員の承諾を得なければならない。 

２ 会議録の作成 

 (1) 会議録は事務局において、発言者区分及び発言要旨により作成する。 

 (2) 会議録は出席委員全員の承諾を得なければ確定しない。 

 (3) 会議録は公開とする。 

３ 会議における発言 

 (1) 会議において発言を求める委員は挙手を行い、議長の指名を受けてから発言する。 

 (2) 議長の指名を受けた委員が発言を終了するまで、他の委員はその発言を妨げては

ならない。 

４ 委員の代理 

   委員の代理は認めない。 



【資料２】 

 

 

 

４ 会議事項 

 

（３）平成 28 年度歳入歳出決算の概要について 

 

   

     

 

 

 

 

 

 

 

 



１　一般会計

　(1)歳  入

①

　(2)歳　出

②

　(3)剰余金、平成29年度に償還すべき金額及び実質的な剰余金

③

④

⑤

単位：円

57,949,505

0

57,949,505

剰 余 金 ( 平 成 29 年 度 へ の 繰 越 金 ） ① － ②

③ の う ち 、 平 成 29 年 度 に 償 還 す べ き 金 額

実 質 的 な 剰 余 金 ③ － ④

合　　　計

合　　　計 771,475,000 775,063,812

予備費 予備費 5,000,000 0

771,475,000 717,114,307

老人福祉費 老人福祉費（事務費繰出金） 456,722,000 429,012,147

公債費 利子 191,000 0

選挙費 選挙管理委員会費 70,000 54,713

監査委員費 監査委員費 171,000 170,874

総務管理費
一般管理費 308,574,000 287,389,045

公平委員会費 39,000 0

議会費 議会費 708,000 487,528

1,911,000

73,532,000 73,532,552

1,000 10,810

単位：円

項 目 予算現額 決算額

雑入

285,000 215,360

繰越金

雑入

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

特別調整交付金

0

平成28年度　歳入歳出決算の概要

項

市町村負担金

国庫補助金

繰越金

目

事務費負担金

長寿・健康増進事業費補助金

予算現額

単位：円

決算額

697,656,000 697,655,481

1,000 1,738,609
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２　後期高齢者医療特別会計

　(1)歳  入

①

　(2)歳　出

②

　(3)剰余金、平成29年度に償還すべき金額及び実質的な剰余金

③

④

⑤

※３に内訳

預金利子 預金利子 3,385,000 4,495,456

特別高額医療費共同事業拠出金 71,929,000 71,906,587

2,370,157,457

その他の医療給付費 葬祭費 1,025,000,000 997,200,000

総務管理費 一般管理費 441,960,000 428,007,077

療養諸費 255,562,963,000 252,440,265,728

合　　　計 269,112,955,000 273,573,251,011

延滞金、加算金及び過料 過料 1,000 0

県補助金 県財政安定化基金交付金 1,000 0

支払基金交付金 後期高齢者交付金 105,010,342,000 104,515,917,295

456,722,000 429,012,147

繰越金 繰越金 10,443,993,000 10,443,993,053

社会保障・番号制度システム整備費補助金 923,000

長寿・健康増進事業補助金 140,774,000 125,215,819

特別高額医療費共同事業交付金 特別高額医療費共同事業交付金 55,727,000 64,904,780

実 質 的 な 剰 余 金 ③ － ④ 6,998,354,810

市町村負担金
療養給付費負担金 20,586,759,000

雑入 15,000

調整交付金 22,592,849,000

後期高齢者医療制度事業費補助金 155,475,000

高額医療費負担金

単位：円

剰 余 金 ( 平 成 29 年 度 へ の 繰 越 金 ） ① － ② 12,764,992,393

③ の う ち 、 平 成 29 年 度 に 償 還 す べ き 金 額 5,766,637,583

予備費 予備費 4,809,387,000

高額療養諸費 2,585,000,000

0

合　　　計 269,112,955,000 260,808,258,618

県財政安定化基金拠出金 県財政安定化基金拠出金 107,616,000 106,401,203

医療費適正化推進事業費 医療費適正化推進事業費 8,824,000 6,819,120

健康保持増進事業費 707,828,000 662,872,255

公債費 利子 11,891,000 0

償還金及び還付加算金 3,780,557,000 3,724,629,191

単位：円

項 目 予算現額 決算額

344,624,945

1,161,997,000 1,214,479,319

737,000

国庫補助金

県負担金

一般会計繰入金 事務費繰入金

23,434,850,212

84,311,008

療養給付費負担金 20,718,502,000 20,730,033,458

災害臨時特例補助金 1,000 314,000

円滑運営臨時特例交付金 1,724,717,000 1,787,742,701

保険料等負担金 23,174,736,000 23,699,467,469

国庫負担金
療養給付費負担金 61,718,108,000 64,928,353,735

高額医療費負担金 1,167,928,000 1,178,038,505

20,586,760,109

単位：円

項 目 予算現額 決算額
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３　平成29年度に償還すべき金額の内訳(後期高齢者医療特別会計)

　(1)国

　(2)県

　(3)市町村

　(4)支払基金交付金

　(5)平成29年度に償還すべき金額

⑤

単位：円

① ＋ ② ＋ ③ ＋ ④ 5,766,637,583

合　　　　計 1,094,654,763 ④

後期高齢者交付金 104,515,917,295 103,421,262,532 1,094,654,763
29年度歳入
負担金補正

29年度歳入
負担金補正

単位：円

科目 歳入決算額(Ａ) 精算額(Ｂ)
償還すべき金額

(Ａ-Ｂ)
備考

単位：円

科目 歳入決算額(Ａ) 精算額(Ｂ)
償還すべき金額

(Ａ-Ｂ)

合　　　　計 296,113,539

2,189,425高額医療費負担金 1,214,479,319 1,212,289,894

療養給付費負担金 20,730,033,458

備考

合　　　　計 282,568,227 ③

20,436,109,344 293,924,114

②

29年度歳出
諸支出金補正

療養給付費負担金 20,586,760,109 20,304,191,882 282,568,227

療養給付費負担金 64,928,353,735 60,870,926,912 4,057,426,823

4,093,301,054

備考

29年度歳出
諸支出金補正

①

備考科目 歳入決算額(Ａ) 精算額(Ｂ)
償還すべき金額

(Ａ-Ｂ)

災害臨時特例補助金 314,000

271,772

合　　　　計

円滑運営臨時特例交付金 1,787,742,701 1,772,480,237

単位：円

単位：円

科目 歳入決算額(Ａ) 精算額(Ｂ)
償還すべき金額

(Ａ-Ｂ)

後期高齢者医療制度事業費補助金 84,311,008 77,515,008 6,796,000

調整交付金 23,434,850,212 23,432,790,370 2,059,842

高額医療費負担金 1,178,038,505 1,166,559,352 11,479,153

15,262,464

309,000 5,000

長寿・健康増進事業補助金 125,215,819 124,944,047
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資料３－１ 

平成 30年度及び平成 31 年度の保険料率改定に係るスケジュール 

（2017.11.７現在） 

年 月 広 域 連 合 備      考 

29 年 

９月 
○新保険料率の試算開始 

○厚生労働省から試算に係る数値提示 

【9/19 通知】 

・基礎数値の伸び率（参考値） 

  被保険者数、総医療費、医療給付費、被保険

者一人当たり医療費、医療給付費 

・後期高齢者負担率 

・普通調整交付金に係る諸係数 

・軽減判定所得(本則)及び軽減特例見直し 

 等 

○試算機能システムリリース 

10 月 

○新保険料率試算 

○新保険料率の試算結果等を国へ報告 

【第１回 11/１締切】 

・新保険料率 

・新保険料率を基に算出した賦課合計額 

・被保険者の見込数 

・医療給付費の見込額  等 

●第２回幹事会（10/25） 

11 月 

○新保険料率試算内容の精査 ●第１回運営協議会（11/７） 

●広域連合議会 11 月定例会（11/24） 

○厚生労働省から試算に係る修正数値提示 

12 月 

 ○平成 30年度予算案閣議決定【国】 

○平成30年度予算案を踏まえた新保険料率

算定に使用する確定数値の提示【国】 

○診療報酬改定決定【国】 

30 年 

１月 

○新保険料率の試算結果等を国へ報告 

【第２回  確定  1/中旬締切】 

○平成 30年度予算案編成 

○次期財政運営期間における後期高齢者負

担率等を定める政令・告示の改正【国】 

●第３回幹事会 

●第２回運営協議会 

２月 

３月 

○平成 30年度予算案の議決・条例改正 

○市町村広報誌等による新保険料率に

係る広報依頼 

●広域連合議会２月定例会 

４月 ○保険料率改定（4/1 施行） ○全国の保険料率公表（上旬）【国】 

 

県
と
調
整 
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資料３－２ 

厚生労働省からの第１回目通知の要旨 
 

 

１ 基礎数値の全国単位の伸び率見込 

 
平成 29 年度 

(対前年度比) 

平成 30 年度 

(対前年度比) 

平成 31 年度 

(対前年度比) 

①被保険者数 2.6％ 3.5％ 2.7％ 

②被保険者一人当たり医療費 0.4％ 0.4％ 0.4％ 

③総医療費 3.0％ 3.9％ 3.1％ 

④医療給付費 2.9％ 3.3％ 3.1％ 

⑤被保険者一人当たり医療給付費 0.3％ ▲0.2％ 0.4％ 

 

２ 後期高齢者負担率（見込） 

・平成 30･31 年度 11.21％ 

・平成 28･29 年度 10.99％ 

 

３ 診療報酬の改定 

診療報酬の改定は、12 月に決定される予定。また、診療報酬改定率については、

第２回目の通知にて示される予定。 

※診療報酬の改定は原則として２年に一度。本年は改定の年。 

 

４ その他 

・医療給付費の伸び等により保険料負担の増加が見込まれる中、保険料の賦課限度

額（57 万円）を引き上げることについて今後検討。 

・経済動向等を踏まえ、低所得者の均等割２割軽減、均等割５割軽減の軽減判定所

得の見直し要否について検討中。 

・被用者保険の被扶養者であった被保険者に対する被保険者均等割額の軽減措置及

び所得の低い被保険者に対する所得割額の軽減措置については、次年度以降につ

いても予定どおり見直しを行う。 

 

 
 

◆長野県の一人当たり医療費等の伸び率の動向 

 
平成 27 年度 

(対前年度比) 

平成 28 年度 

(対前年度比) 

平成 29 年度 

(対前年度比) 

①被保険者数 1.4％ 1.8％ 1.8％ 

②被保険者一人当たり医療費 2.5％ ▲0.6％ 0.6％ 

③被保険者一人当たり医療給付費 2.7％ ▲0.7％ 0.5％ 

※平成 29 年度については、３月診療分から８月診療分までの実績 
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資料３－３ 

現行(平成28･29年度)の保険料率(均等割額･所得割率)の算出について 

 

◆２年間の費用 

 

 

 

 

 

◆２年間の収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆保険料の計算方法（被保険者個人分） 

 

＋                           ＝ 

 

 

医療給付費等（医療機関への支払や健康診査に要する経費、葬祭費など） 

保険料 
（給付費の 

約１割） 

賦 

課 

必 

要 

額 

252 

億 

円 

均 等 割 
（55％） 

139 億円 

所 得 割 
（45％） 

113 億円 

均等割額 

40,907 円 

所得割率 

8.30％ 

 

÷ 被保険者数 

339,405 人 ≒ 

 

÷賦課のもととなる 

所得金額の合計＝ 

１年分に換算（保険料予定収納率 99.55％） 

均 等 割 額 

40,907 円 
 

所 得 割 額 

(所得－33 万円)×8.30％ 

１年間の保険料額 

(限度額 57 万円) 
 

国などからの交付金 
（給付費の約５割） 

※負担内訳 国:県:市町村＝４:１:１ 
（給付費の約４割） 



H24・25→

H26・27

北海道 49,809 08 10.51 05 63,384 15 65,796 13 △ 2,412 △ 3.67 46 40
青森県 40,514 40 7.41 45 38,364 46 38,340 46 24 0.06 24 36
岩手県 38,000 46 7.36 46 39,072 45 39,720 45 △ 648 △ 1.63 39 1
宮城県 42,480 33 8.54 33 57,408 24 58,920 20 △ 1,512 △ 2.57 43 10
秋田県 39,710 43 8.07 38 35,556 47 37,560 47 △ 2,004 △ 5.34 47 47
山形県 41,700 37 8.58 31 42,432 43 41,472 44 960 2.31 08 31
福島県 41,700 37 8.19 37 48,084 41 48,120 39 △ 36 △ 0.07 26 4
茨城県 39,500 44 8.00 40 54,120 28 53,976 29 144 0.27 22 24
栃木県 43,200 31 8.54 33 53,808 31 55,692 27 △ 1,884 △ 3.38 45 39
群馬県 43,600 29 8.60 29 55,992 27 56,712 25 △ 720 △ 1.27 38 35
埼玉県 42,070 36 8.34 35 74,016 08 74,148 07 △ 132 △ 0.18 27 29
千葉県 40,400 42 7.93 41 69,816 10 67,464 11 2,352 3.49 06 17
東京都 42,400 35 9.07 20 95,496 01 97,164 01 △ 1,668 △ 1.72 40 7

神奈川県 43,429 30 8.66 28 91,584 02 90,084 02 1,500 1.67 14 20
新潟県 35,300 47 7.15 47 41,556 44 42,012 43 △ 456 △ 1.09 36 37
富山県 43,800 27 8.60 29 58,284 23 58,392 21 △ 108 △ 0.18 27 45
石川県 47,520 16 9.33 14 60,264 19 61,776 15 △ 1,512 △ 2.45 42 46
福井県 43,700 28 7.90 42 53,964 29 53,844 31 120 0.22 23 44
山梨県 40,490 41 7.86 43 48,828 40 48,936 37 △ 108 △ 0.22 29 32
長野県 40,907 39 8.30 36 53,383 32 53,580 32 △ 197 △ 0.37 30 5
岐阜県 42,690 32 8.55 32 59,268 20 56,844 24 2,424 4.26 03 23
静岡県 39,500 44 7.85 44 62,100 17 60,900 18 1,200 1.97 12 30
愛知県 46,984 18 9.54 12 84,036 03 82,140 04 1,896 2.31 08 11
三重県 43,870 26 9.06 21 58,380 22 57,432 22 948 1.65 15 3
滋賀県 45,242 22 8.94 23 66,216 13 65,316 14 900 1.38 18 2
京都府 48,220 14 9.61 11 74,472 07 72,912 08 1,560 2.14 10 34
大阪府 51,649 06 10.41 06 80,880 04 82,644 03 △ 1,764 △ 2.13 41 28
兵庫県 48,297 13 10.17 07 77,112 05 77,412 06 △ 300 △ 0.39 31 21
奈良県 44,800 23 8.92 25 71,520 09 70,992 09 528 0.74 20 8

和歌山県 44,177 25 8.93 24 50,412 37 51,012 35 △ 600 △ 1.18 37 19
鳥取県 42,480 33 8.07 38 49,032 39 48,048 40 984 2.05 11 14
島根県 45,840 21 9.28 15 50,424 36 47,460 42 2,964 6.25 02 26
岡山県 49,200 09 9.87 10 65,928 14 61,632 16 4,296 6.97 01 27
広島県 44,795 24 8.97 22 67,164 12 66,048 12 1,116 1.69 13 38
山口県 52,390 04 10.52 04 69,420 11 68,580 10 840 1.22 19 15
徳島県 52,913 03 10.98 03 56,352 25 54,204 28 2,148 3.96 04 9
香川県 47,300 17 9.26 16 62,376 16 61,476 17 900 1.46 17 33
愛媛県 46,308 20 9.16 18 53,196 33 53,004 33 192 0.36 21 22
高知県 54,394 02 11.42 01 59,184 21 56,976 23 2,208 3.88 05 43
福岡県 56,085 01 11.17 02 76,512 06 78,720 05 △ 2,208 △ 2.80 44 18
佐賀県 51,800 05 9.88 09 56,196 26 56,472 26 △ 276 △ 0.49 32 16
長崎県 46,800 19 8.80 26 52,272 34 52,752 34 △ 480 △ 0.91 35 13
熊本県 47,900 15 9.26 16 50,532 35 50,988 36 △ 456 △ 0.89 34 42
大分県 48,500 10 9.52 13 53,868 30 53,892 30 △ 24 △ 0.04 25 41
宮崎県 48,400 12 9.08 19 48,000 42 48,336 38 △ 336 △ 0.70 33 6

鹿児島県 51,500 07 9.97 08 49,368 38 48,012 41 1,356 2.82 07 12
沖縄県 48,440 11 8.80 26 61,260 18 60,312 19 948 1.57 16 25
全  国 45,289 9.09 67,904 67,585 319 0.47

平成28・29年度の保険料率等

RNK

◆ 軽減後1人当り保険料額は、厚労省保険局「後期高齢者医療制度の平成28・29年度の保険料率等」掲載の被保険者一人当たり平均保険料額
　　（月額）に12を乗じて算出。

区分 上昇 低下

RNK RNK
所得
割率

H26・27年度

RNK
対26-27年度
増減    （円）

20

均等
割額 RNK

均 等 割 額
所 得 割 率
軽減後１人当り保険料額

据置き

軽減後1人当
り保険料額

（年額）

H28・29年度

RNK
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４ 会議事項 

 

（５）第２期データヘルス計画の概要について 
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（６）医療費適正化事業について 
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医療費適正化事業について 

 

１ 重複・頻回受診者等訪問事業（平成25年度開始） 

（１）目的 

   一定数以上の医療機関等への重複・頻回受診及び重複服薬者に対し、保健師等が適正

受診促進のため訪問指導を実施し、被保険者の健康保持増進を図るとともに、医療費の

適正化を図る。 

（２）対象者 

        （単位：人） 

年度 訪問者数 地区 

25 81 長野市・松本市（モデル実施） 

26 211 中南信 

27 66 東北信 

28 247 全市町村 

29 300（予定） 全市町村 

   ※平成28年度訪問者延人数451人（１回目247人、２回目204人） 

   ※対象者選定要件 

  ・重複受診者：３箇月連続で同一疾病レセプトが３枚以上の者 

    ・頻回受診者：３箇月連続で同一医療機関で受診が15回以上の者 

・その他：３箇月連続してレセプトが５枚以上の者 

・重複服薬者：３箇月連続で複数の医療機関・薬局において同一効能・同一成分の 

薬剤を処方された者 

（３）実施方法 

   民間業者に委託（平成29年度 株式会社ベネフィットワン・ヘルスケア） 

   ［委託内容］  

    ・趣旨説明の通知発送、訪問日程の調整 

    ・訪問指導の実施（１人２回） 

    ・訪問指導票・結果報告書の作成 

（４）効果                            （単位:人,％,円） 

年度 訪問者数 

改善者 
1月当たりの 

効果額 

 

人数 割合 
1人当たり 

効果額 

25 81 45 55.6 1,195,348 26,563 

26 211 98 46.5 4,728,660 48,252 

27 66 36 54.5 1,063,635 29,545 

28 247 95 38.5 1,903,476 20,037 

H29(目標) 300 ‐ 60.0 ‐ ‐ 
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２ ジェネリック医薬品利用差額通知（平成24年度開始） 

（１）目的 

先発医薬品から後発医薬品へ変更することにより、一定額以上の減額が見込まれる対

象者に対し、切り替えによって減額される自己負担額を通知するとともに、切り替え相

談カード等を配布することにより、後発医薬品への使用促進を図る。 

（２）対象者 

   ６月診療分の院外処方調剤分について、切り替えにより１薬剤につき自己負担額が

200円以上（医療費相当：2,000円）減額が見込まれる薬剤を使用している被保険者。 

 

   （単位：人,％） 

年度 被保険者数 
対象者 

人数 割合 

24 319,665 13,673 4.28 

25 323,585 13,067 4.04 

26 325,216 18,394 5.66 

27 328,813 14,670 4.46 

28 334,710 13,449 4.02 

29 341,025 19,341 5.67 

（３）実施方法 

９月に通知を発送し、９月調剤実績と11月調剤実績を比較して、効果額を積算 

   ※そのほか、被保険者証送付用封筒（年齢到達時及び定期更新時）に啓発文を印刷し

年齢到達の新規被保険者にはジェネリック医薬品相談カードを同封。 

（４）効果 

                                （単位：人,円,％） 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

３ 医療費通知（平成23年度開始） 

（１）目的 

   一定期間において、一定額以上の医療費を超えた被保険者に対し、医療費明細を送付

し、健康や医療に関する理解を深めてもらうとともに、受診履歴を確認することで、適

切な受診を促し、不正請求の早期発見に努めることにより、医療費の適正化を図る。 

（２）対象者 

   対象４月間の医療費合計（入院、特定疾病のレセプトを除く）が15万円以上の被保険

者（延べ約30万人） 

 

（３）実施方法 

   年３回（７月・11月・３月）通知を送付 

年度 対象者数 年間効果相当額 数量ベース利用率（９月⇒11月) 

24 13,673 23,744,142 43.00 ⇒ 43.87 

25 13,067 15,956,502 44.98 ⇒ 45.79 

26 18,394 16,094,668 54.55 ⇒ 55.75 

27 14,670  7,745,112 58.52 ⇒ 59.53 

28 13,449 14,119,399 66.07 ⇒ 66.87 

29 19,341  70 
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（４）発送実績 

                                   （単位：通） 

年度 
通知件数 

計 
７月 11 月 ３月 

23 44,905 46,367 46,750 138,022 

24 32,120 33,256 33,198 98,574 

25 31,518 35,139 34,590 101,247 

26 33,299 35,488 34,850 103,637 

27 89,486 96,797 92,869 279,152 

28 93,878 91,719 91,390 276,987 

29 90,177 ‐ ‐  
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４ 会議事項 

 

（７）今後のスケジュールについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２９年１０月

１１月

１２月

３０年１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

今後のスケジュール（案）

市 町 村 広 域 連 合

１１月２４日 １１月定例会
○個人情報保護条例等の一部
改正

○平成２９年度補正予算
○平成２８年度決算の認定

１０月２５日 幹事会
１１月 ７日 運営協議会

１２月定例会

２月定例会
○後期高齢者医療に関する条
例の一部を改正する条例案
（保険料率関係）

○平成３０年度当初予算

３月（２月）定例会
○平成３０年度当初予算

６月定例会

１～２月 幹事会
１～２月 運営協議会

❏年次処理
・保険料額の本算定及び決定
・被保険者証等作成（８月定期
更新）

❏保険料額決定通知書の発送
❏特別徴収開始通知書又は納
入通知書の発送

❏本算定に基づく特別徴収（１０
月以降）の開始依頼

❏被保険者証等（８月定期更新）

の発送

資料６

所得（29年分）等データ

❏市町村広報誌等による新保険料
率に係る広報依頼

新保険料率に係る広報


